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運営主体 事業者数 施設数 契約者数

株式会社等 営利法人 89 110 5,319,705

三セク 237 278 12,552,860

地方公共団体 141 175 498,178

任意団体（共聴組合、協同組合等） 37 37 121,872

公益法人 8 19 344,779

その他（管理組合等） 20 84 708,318

合計 532 703 19,545,712

※ 事業者数及び施設者数は自主放送を行う許可施設事業者数の内訳を記載した。
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１ 現状

(1) ケーブルテレビの運営主体別事業者数等（H18.6末現在）
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１ 現状

(2) ＭＳＯの市場規模等

① ＭＳＯの現状

資
本
提
携

資
本
提
携

２２

会社名 主要株主
ケーブ
ル会社

数
最近の動き

㈱ジュピターテレコム

北海道、関東、近畿、九州で事業
展開

ｽﾐｼｮｳ/ｴﾙｴﾑｱｲ･ｽｰ
ﾊﾟｰ･ﾒﾃﾞｨｱ･ｴﾙｴﾙｼｰ
（63%）、ｽﾃｰﾄ ｽﾄﾘｰﾄ ﾊﾞﾝ
ｸ ｱﾝﾄﾞ ﾄﾗｽﾄ ｶﾝﾊﾟﾆｰ
（6%）

１９社

・H18.8 松下電器産業㈱が保有するｹｰﾌﾞﾙｳｴｽﾄ㈱の全株式を取得合意

・H18.6 浦和ｹｰﾌﾞﾙ･ﾃﾚﾋﾞ･ﾈｯﾄﾜｰｸ㈱とﾒﾃﾞｨｱさいたまが合併

・H18.5 ㈱ｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ神戸芦屋と六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝが合併

・H18.4 さくらケーブルテレビ㈱の経営権を取得

・H17.12 関西マルチメディア㈱（ISP)の経営権を取得

・H17.11 六甲ｱｲﾗﾝﾄﾞｹｰﾌﾞﾙﾋﾞｼﾞｮﾝ㈱（兵庫県神戸市）の経営権を取得

・H17.10 ㈱ケーブルテレビ神戸（兵庫県神戸市）の経営権を取得

・H17.9 ㈱小田急情報サービス（神奈川県川崎市）の全株式を取得

ケーブルウエスト㈱

大阪府で事業展開

㈱ ジ ュ ピ タ ー テ レ コム
（85%）、大阪市（2%）、㈱
毎日放送（2%）

６社

・H17.10 KDDI㈱と協業で固定電話サービスを開始

・H16.12 関西ケーブルネット㈱(傘下５社)と大阪セントラルケーブルネット

ワークが合併して現在の形となる

ジャパンケーブルネット
㈱

首都圏を中心に事業展開

ジャパンケーブルネット
ホ ー ル デ ィ ン グ ス ㈱
（71%）

（※持株会社の主要株
主）

KDDI㈱（47%）、富士通
㈱(28%)、

東京電力(23%) 、セコム
㈱（2%）

１４社

・H18.8  シーエーティービー港南㈱と㈱タウンテレビ南横浜、また船橋ケ

ーブルネットワーク㈱と㈱タウンテレビ習志野が、それぞれ10月1日付で

合併することを決定

・ H18.2 KDDI㈱ が 、 ｼ ﾞ ｬ ﾊ ﾟ ﾝ ｹ ｰ ﾌ ﾞ ﾙ ﾈ ｯ ﾄ ﾎ ｰ ﾙ ﾃ ﾞ ｨ ﾝ ｸ ﾞ ｽ ㈱ 、
ｼﾞｬﾊﾟﾝｹｰﾌﾞﾙﾈｯﾄ㈱の株式取得を発表

・H18.1 マイテレビ㈱（東京都立川市等）の経営権を取得

・H17.12 KDDI㈱と協業で固定電話サービスを開始

・H17.4 ㈱コアラテレビ（千葉県松戸市）の経営権を取得

メディアッティ・コミュニ
ケーションズ㈱

首都圏を中心に事業展開

ﾘﾊﾞﾃｨ・ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ(47%)、ｵ
ﾘﾝﾊﾟｽ･ｷｬﾋﾟﾀﾙ(45%)、豊
田 通 商 ( 株 )(6%) 、
PCCW(3%)

４社

・H18.11 宮城ネットワーク㈱及び㈱ケーブルネット新潟の経営権を取得

・H17.10 ㈱ｼﾃｨﾃﾚｺﾑかながわの完全子会社化

・H16.11 東上ケーブルテレビ㈱（埼玉県朝霞市等）の経営権を取得

・H16.7 江戸川ケーブルテレビ㈱（東京都江戸川区）の経営権を取得

H18.11.28現在



１ 現状

(2) ＭＳＯの市場規模等

② ＭＳＯのマーケットシェア

※１ 総加入世帯数の市場占有率は、ＭＳＯ各社発表の総加入世帯数(平成18年7月末、ジュピターテレコムは平成18年6月末)を、自主放送を行
う許可施設ケーブルテレビの加入者数世帯数1,955万世帯(平成18年6月末)で除したもの

※２ 営業収益の市場占有率は、ＭＳＯ各社の営業収益を自主放送を行う許可施設・営利法人のうち、ケーブルテレビ事業を主たる事業と
する者（311社）の営業収益の総額5,812億円（平成18年3月末）で除したもの

営業収益の市場占有率

ジュピターテレコム

ジャパンケーブルネット

ケーブルウエスト
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業者
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２ 論点

① 拡大するＭＳＯについて、「地域性」という観点から、今後どの
ようなコンテンツ提供等を展開していくと考えられるか。

ａ）ＭＳＯを構成している複数のケーブルシステムに対し、全く同じ番組
展開を行い、ソフトコンテンツは全国均一を指向していくのか？

ｂ）それとも、構成している複数のケーブルシステムのそれぞれに、コンテ
ンツは一定程度の違い、固有性を持たせ、地域密着型のソフトを数多く
提供して、地域との一体性を維持する方向にいくのか？

② ２０１０年代のケーブルテレビの在り方を議論する研究会の方向
性として、ＭＳＯと農村型とを区別して議論すべきか。
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３ 現在のサービス状況

(1) ＭＳＯ

○ スケールメリットが働く、全国で共通するサービスを効率よく提供。

・ ＣＳ、ＢＳ（全国共通）について、センターから各局に配信。

・ コミュニティチャンネル等の部分を除く、各局共通の番組表を作成。

・ 技術サポート等をセンターで管理して、各局の繁忙等に応じて調整、派遣。

○ 地域に密着したサービスを提供。

・ 各局のコミュニティチャンネルにおいて、地域に密着した番組を放送。

（地域のニュース、行事、ショップ情報、行政情報、防犯情報、気象・防災情報等）

・ コミュニティチャンネル以外のメディアを用いた地域情報の提供

（ＦＯＤ（Free On Demand）、文字・スチール画像等）

・ 地域サービス・活動

（地域に密着した顧客サービスの充実、地域イベントの開催等）
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３ 現在のサービス状況

(2) 農村型ＣＡＴＶ

（いずれも第2回「2010年代のケーブルテレビの在り方に関する研究会」西会津町資料 抄）

背景には、
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４ それぞれが考える今後の課題等

（第2回「2010年代のケーブルテレビの在り方に関する研究会」西会津町資料 抄）

（第2回「2010年代のケーブルテレビの在り方に関する研究会」
ジュピターテレコム資料 抄）

【ＭＳＯ型】 【農村型】

財政面での課題が主たるもの財政面での課題が主たるもの

「地域密着」は今後とも重要な「地域密着」は今後とも重要な
コンセプトコンセプト

通信速度の高度化等技術面、他事業通信速度の高度化等技術面、他事業
者とのアライアンス面での課題者とのアライアンス面での課題
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４ それぞれが考える今後の課題等

○ ＭＳＯ型も農村型も、「地域密着」ということがコンセプト。

○ それぞれの課題について、濃淡はあるものの、

・ 農村型ケーブルテレビについても、財政面での課題に取り組んでいるところであり、そのためには事業
収益の増加に資するサービスを導入することは肝要。

・ 放送のデジタル化対応、通信速度の高速化等技術面での課題を共有。

・ 農村型ケーブルテレビについても、社会的・文化的事情を背景として、事業者間のアライアンスを模索。

☆ ＭＳＯであっても、他ﾒﾃﾞｨｱとの差別化という観点から、「地域密着」は重要なｺﾝｾﾌﾟﾄ。

☆ 農村型であっても、ｻｰﾋﾞｽ面の充実、財政の健全化、技術面、ｱﾗｲｱﾝｽの模索等の課題。

★ 研究会としては、２０１０年代のあるべき姿の検討に当たって、両者を基本的には共通的なものとして
捉まえ、各事業者は、本研究会の報告書を参考とし、経営判断として課題と諸方策について優先順位を設
定して事業展開していくことが適当ではないか。
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